
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成29年４月10日

【発行者名】 あおぞら投信株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　柳谷 俊郎

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段南一丁目３番１号

（平成29年５月８日より「東京都千代田区麹町六丁目１番地１」に

変更）

【事務連絡者氏名】 木村 升昭

【電話番号】 03-4520-3400

（平成29年５月８日より「03-6752-1050」に変更）

【届出の対象とした募集（売出）

内国投資信託受益証券に係るファ

ンドの名称】

あおぞら・グローバル・バランス・ファンド（部分為替ヘッジあ

り）

【届出の対象とした募集（売出）

内国投資信託受益証券の金額】
①　当初申込期間（平成28年７月19日から平成28年７月28日まで）

　300億円を上限とします。

②　継続申込期間（平成28年７月29日から平成29年10月10日まで）

２兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
本日、有価証券報告書を提出いたしましたので、平成28年７月１日付をもって提出した有価証券届出書（以下

「原届出書」といいます。）の関係情報を更新・追加するためならびに訂正すべき事項がありますので、本訂

正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】
原届出書の該当情報を以下の通り更新または訂正します。

下線部　　　は訂正箇所を表します。

 

 

第一部【証券情報】
 

＜訂正前＞

（４）【発行（売出）価格】

当初申込期間：受益権１口当たり１円とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

 

（５）【申込手数料】

① 本ファンドの申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口当たり１

円）に1.08％＊（税抜１％）を上限として販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

 

（６）【申込単位】

① 申込単位は、販売会社が委託会社の承認を得て定める単位とします。ただし、「自動けいぞく投資コー

ス」に基づいて収益分配金を再投資する場合には、１口の整数倍とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（中略）

（８）【申込取扱場所】

申込取扱場所は、原則として販売会社の本支店等とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）

 

＜訂正後＞

（４）【発行（売出）価格】

当初申込期間：受益権１口当たり１円とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

 

（５）【申込手数料】

① 本ファンドの申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口当たり１

円）に1.08％＊（税抜１％）を上限として販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とします。
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（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

 

（６）【申込単位】

① 申込単位は、販売会社が委託会社の承認を得て定める単位とします。ただし、「自動けいぞく投資コー

ス」に基づいて収益分配金を再投資する場合には、１口の整数倍とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（中略）

（８）【申込取扱場所】

申込取扱場所は、原則として販売会社の本支店等とします。

（中略）

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

第二部【ファンド情報】
 

第１【ファンドの状況】

 

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

原届出書の第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　１　ファンドの性格　（1）ファンドの目的及び基

本的性格につきましては、以下の内容に更新・訂正されます。
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＜更新・訂正後＞

（前略）

④ ファンドの特色
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（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

平成28年７月１日　　関東財務局長に対して有価証券届出書の提出

平成28年７月29日　　信託契約締結、本ファンドの設定、運用開始（予定）

 

＜訂正後＞

平成28年７月29日　　信託契約締結、本ファンドの設定、運用開始

 

（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

① ファンドの仕組み
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本ファンドはファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行います。運用にあたってはディメンショナル・

ファンド・アドバイザーズ・リミテッド、アリアンツ・グローバル・インベスターズU.S.LLCおよびウィ

ズダムツリー・アセット・マネジメント・インクが運用する投資信託証券のうち、本ファンドの運用戦

略を行うために必要と認められる下記の投資信託証券を主要投資対象とします。

（中略）

※　上記は本書提出日現在予定されている組入れ指定投資信託証券の一覧です。各指定投資信託証券については見直されるこ

とがあります。この場合、新たに投資信託証券を指定したり、既に指定されていた投資信託証券を除外する場合がありま

す。

（以下略）

 

＜訂正後＞

① ファンドの仕組み

本ファンドはファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行います。運用にあたってはディメンショナル・

ファンド・アドバイザーズ・リミテッド、アリアンツ・グローバル・インベスターズU.S.LLCおよびウィ

ズダムツリー・アセット・マネジメント・インクが運用する投資信託証券のうち、本ファンドの運用戦

略を行うために必要と認められる下記の投資信託証券を主要投資対象とします。

（中略）

※　上記は本書提出日現在の組入れ指定投資信託証券の一覧です。各指定投資信託証券については見直されることがありま

す。この場合、新たに投資信託証券を指定したり、既に指定されていた投資信託証券を除外する場合があります。

（以下略）

 

２【投資方針】

 

（２）【投資対象】

＜訂正前＞

（前略）

※ 上記は本書提出日現在予定されている指定投資信託証券です。なお、指定投資信託証券は見直される

ことがあります。この場合、新たに投資信託証券を指定したり、既に指定されていた投資信託証券を

除外する場合があります。

 

指定投資信託証券の概要 a.

（中略）

※ 上記は本書提出日現在予定されている指定投資信託証券の概要であり、今後、当該項目の内容が変更される場合がありま

す。

 

指定投資信託証券の概要 b.

（中略）

※ 上記は本書提出日現在予定されている指定投資信託証券の概要であり、今後、当該項目の内容が変更される場合がありま

す。

 

＜訂正後＞

（前略）

※ 上記は本書提出日現在の指定投資信託証券です。なお、指定投資信託証券は見直されることがありま

す。この場合、新たに投資信託証券を指定したり、既に指定されていた投資信託証券を除外する場合

があります。

 

指定投資信託証券の概要 a.

（中略）
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※ 上記は本書提出日現在の指定投資信託証券の概要であり、今後、当該項目の内容が変更される場合があります。

 

指定投資信託証券の概要 b.

（中略）

※ 上記は本書提出日現在の指定投資信託証券の概要であり、今後、当該項目の内容が変更される場合があります。
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３【投資リスク】

 

原届出書の第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　３　投資リスク　（参考情報）につきましては、

以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞
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４【手数料等及び税金】

 

＜訂正前＞

（１）【申込手数料】

（中略）

② 申込手数料の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社については、下記の照会先

までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 税法が改正された場合は、上記の内容が変更になることがあります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（１）【申込手数料】

（中略）

② 申込手数料の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社については、下記の照会先

までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

※ 税法が改正された場合は、上記の内容が変更になることがあります。

（以下略）
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５【運用状況】

原届出書の第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況につきましては、以下の内容に更

新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

以下は平成29年２月28日現在の運用状況であります。

投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

また、各投資比率の合計は端数処理の関係上、100％にならない場合があります。

 

（１）【投資状況】

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 アメリカ 72,222,347 23.54

 ケイマン 42,380,576 13.81

 小計 114,602,923 37.36

投資証券 アイルランド 183,565,997 59.84

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 8,543,098 2.78

合計(純資産総額) 306,712,018 100.00

 

その他の資産の投資状況

資産の種類 建別 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

為替予約取引 売建 ― 72,167,220 △23.52

(注)為替予約取引は、わが国における対顧客先物相場の仲値で評価しています。
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（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

順
位

国／地域 種類 銘柄名
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 アイルラ
ンド

投資証券 ディメンショナル・ファンズ・
ピーエルシー　グローバル・
ショートターム・インベストメン
ト・グレード・フィクスト・イン
カム・ファンド

75,960.358 979.96 74,438,507 983.66 74,719,165 24.36

2 アイルラ
ンド

投資証券 ディメンショナル・ファンズ・
ピーエルシー　グローバル・コ
ア・エクイティ・ファンド

61,445.888 1,161.38 71,362,032 1,169.93 71,887,387 23.43

3 アメリカ投資信託受
益証券

ウィズダムツリー・Ｕ．Ｓ．クオ
リティ・ディビデンド・グロー
ス・ファンド

10,928 3,819.93 41,744,235 3,993.62 43,642,375 14.22

4 アイルラ
ンド

投資証券 ディメンショナル・ファンズ・
ピーエルシー　エマージング・
マーケット・バリュー・ファンド

37,112.721 951.69 35,319,850 995.87 36,959,445 12.05

5 アメリカ投資信託受
益証券

ウィズダムツリー・インターナ
ショナル・ヘッジド・クオリ
ティ・ディビデンド・グロース・
ファンド

9,160 3,028.57 27,741,742 3,120.08 28,579,972 9.31

6 ケイマン投資信託受
益証券

グローバル・マルチ・ストラテ
ジーズ・ＵＳ・ショート・デュ
レーション・ハイ・イールド・ボ
ンド・ファンド（為替ヘッジあ
り）

2,256.6645 9,806.56 22,130,136 9,863.27 22,258,112 7.25

7 ケイマン投資信託受
益証券

グローバル・マルチ・ストラテ
ジーズ・ＵＳ・ショート・デュ
レーション・ハイ・イールド・ボ
ンド・ファンド（為替ヘッジな
し）

2,039.1786 10,099.28 20,594,236 9,867.92 20,122,464 6.56

 

ロ.種類別投資比率

種類 投資比率（％）

投資信託受益証券 37.36

投資証券 59.84

合計 97.21

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

資産の種類 通貨
買建／

売建
数量

帳簿価額

（円）

評価額

（円）

投資比率

（％）

為替予約取引 アメリカドル 売建 642,000.00 72,733,485 72,167,220 △23.52

(注)為替予約取引は、わが国における対顧客先物相場の仲値で評価しています。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成29年２月末日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次の通り

です。
 

期別

純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1計算期間末 (平成29年 1月10日) 217,103,715 219,157,491 1.0571 1.0671

 平成28年 7月末日 37,872,827 ― 1.0000 ―

 　　　　 8月末日 84,853,278 ― 1.0054 ―

 　　　　 9月末日 124,892,391 ― 0.9941 ―

 　　　　10月末日 134,113,675 ― 1.0007 ―

 　　　　11月末日 180,311,987 ― 1.0353 ―

 　　　　12月末日 212,505,889 ― 1.0611 ―

 平成29年 1月末日 239,543,129 ― 1.0545 ―

 　　　　 2月末日 306,712,018 ― 1.0737 ―

 

②【分配の推移】

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1計算期間 平成28年 7月29日～平成29年 1月10日 0.0100

 

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第1計算期間 平成28年 7月29日～平成29年 1月10日 6.7

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の直前の計

算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数

に100を乗じた数です。なお、小数点以下２桁目を四捨五入し、小数点以下１桁目まで表示しております。

 

 

（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

第1計算期間 平成28年 7月29日～平成29年 1月10日 225,115,446 19,737,755 205,377,691

(注)第１計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。
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＜参考情報＞
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第２【管理及び運営】

 

＜訂正前＞

１【申込（販売）手続等】

（中略）

（７） 販売会社の申込手数料および申込単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社に

ついては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）

 

２【換金（解約）手続等】

（中略）

（５） 解約価額および販売会社の解約単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社につ

いては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）

 

３【資産管理等の概要】

（中略）

③　基準価額は、原則として委託会社の営業日に日々算出され、下記の照会先または販売会社に問い合わせる

ことにより知ることができます。

なお、基準価額は便宜上、１万口当たりをもって表示されることがあります。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

（以下略）

 

＜訂正後＞

１【申込（販売）手続等】

（中略）

（７） 販売会社の申込手数料および申込単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社に

ついては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

２【換金（解約）手続等】

（中略）

（５） 解約価額および販売会社の解約単位の詳細については、販売会社にお問い合わせください。販売会社につ

いては、下記の照会先までお問い合わせください。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞
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委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）

 

３【資産管理等の概要】

（中略）

③　基準価額は、原則として委託会社の営業日に日々算出され、下記の照会先または販売会社に問い合わせる

ことにより知ることができます。

なお、基準価額は便宜上、１万口当たりをもって表示されることがあります。

＜照会先（あおぞら投信株式会社）＞

委託会社のホームページアドレス：http://www.aozora-im.co.jp/

委託会社の電話番号：03-4520-3401（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

※ 上記委託会社の電話番号は、平成29年５月８日より「03-6752-1051」に変更となります。

（以下略）
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第３【ファンドの経理状況】

 

原届出書の第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況につきましては、以下の内容が追加されます。

 

＜追加後＞

（1）本ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59

号）」並びに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則（平成12年総理府令第133

号）」に基づいて作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（2）本ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１期計算期間（平成28年７月29日（設

定日）から平成29年１月10日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けておりま

す。
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１【財務諸表】

【あおぞら・グローバル・バランス・ファンド（部分為替ヘッジあり）】

（１）【貸借対照表】

 （単位：円）

 
第1期

平成29年 1月10日現在

資産の部  
流動資産  

預金 778,252

コール・ローン 8,292,537

投資信託受益証券 81,312,851

投資証券 128,842,389

派生商品評価勘定 646,721

その他未収収益 5,397

流動資産合計 219,878,147

資産合計 219,878,147

負債の部  
流動負債  

未払収益分配金 2,053,776

未払受託者報酬 16,229

未払委託者報酬 584,232

未払利息 22

その他未払費用 120,173

流動負債合計 2,774,432

負債合計 2,774,432

純資産の部  
元本等  

元本 205,377,691

剰余金  
期末剰余金又は期末欠損金（△） 11,726,024

（分配準備積立金） 10,557,385

元本等合計 217,103,715

純資産合計 217,103,715

負債純資産合計 219,878,147
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（２）【損益及び剰余金計算書】

 （単位：円）

 
第1期

自　平成28年 7月29日
至　平成29年 1月10日

営業収益  
受取配当金 1,427,232

有価証券売買等損益 10,915,096

為替差損益 △219,558

その他収益 7,166

営業収益合計 12,129,936

営業費用  
支払利息 5,365

受託者報酬 16,229

委託者報酬 584,232

その他費用 251,831

営業費用合計 857,657

営業利益又は営業損失（△） 11,272,279

経常利益又は経常損失（△） 11,272,279

当期純利益又は当期純損失（△） 11,272,279

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
714,894

期首剰余金又は期首欠損金（△） －

剰余金増加額又は欠損金減少額 3,372,230

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
－

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
3,372,230

剰余金減少額又は欠損金増加額 149,815

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
149,815

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
－

分配金 2,053,776

期末剰余金又は期末欠損金（△） 11,726,024
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

 投資証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資証券の基準価額で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

為替予約取引

個別法に基づき、原則としてわが国における対顧客先物売買相場の仲値で評価して

おります。

３.収益及び費用の計上基準 受取配当金

原則として、投資信託受益証券および投資証券の収益分配落ち日において、当該収

益分配金金額を計上しております。

４.その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

（1）外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第60条及び第

61条にしたがって処理しております。

（2）ファンドの計算期間

本ファンドの計算期間は、原則として、毎年7月11日から1月10日まで及び、1月11

日から7月10日までとなっておりますが、第１期計算期間は信託約款の定めによ

り、平成28年 7月29日から平成29年 1月10日までとなっております。

 

（貸借対照表に関する注記）

第1期

平成29年 1月10日現在

１． 計算期間の末日における受益権の総数

   205,377,691口

２． 計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.0571円

  (10,000口当たり純資産額) (10,571円)

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期

自 平成28年 7月29日

至 平成29年 1月10日

 分配金の計算過程

 費用控除後の配当等収益額 A 1,278,726円

 費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券等損益額 B 9,278,659円

 収益調整金額 C 3,222,415円

 分配準備積立金額 D 0円

 本ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 13,779,800円

 本ファンドの期末残存口数 F 205,377,691口

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 670円

 10,000口当たり分配金額 H 100円

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 2,053,776円
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（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

期別

項目

第1期

自 平成28年 7月29日

至 平成29年 1月10日

１．金融商品に対する取組方針 本ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第4項に定める証券投資信

託であり、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品

に対して投資として運用することを目的としております。

２．金融商品の内容及びリスク 本ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権

及び金銭債務であります。

これらは、株価変動リスク、投資信託受益証券および投資証券の価格変動リスク、

為替変動リスク及び金利変動等の市場リスク、信用リスク及び流動性リスク等に晒

されております。

３．金融商品に係るリスクの管理体制 委託会社では、投信管理部門において、運用パフォーマンスの評価・分析及び運用

に係るリスクのモニタリングならびに関係法令・運用の基本方針等の遵守状況のモ

ニタリングを行っております。モニタリングの結果はコンプライアンス部及び社内

に設置されたリスク管理委員会に報告されます。リスク管理委員会は投信管理部門

からの報告事項に対して、必要な報告聴取、調査、リスクの評価分析及び是正勧告

等の監督を行っております。運用の外部委託を行う場合は、当該外部運用委託先に

対し定期的に前述と同等程度の報告を義務付けることにより、リスク管理を実施し

ております。

 

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項

期別

項目

第1期

平成29年 1月10日現在

１．貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、貸借対照表計上額

と時価の差額はありません。

２．時価の算定方法 有価証券

 売買目的有価証券

 （重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

 デリバティブ取引

 （重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

 上記以外の金融商品

 上記以外の金融商品（コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務）は短期間で決済

されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を

時価としております。

３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本の移動

区分

第1期

自 平成28年 7月29日

至 平成29年 1月10日

投資信託財産に係る元本の状況  
期首元本額 37,872,569円

期中追加設定元本額 187,242,877円

期中一部解約元本額 19,737,755円

 

（有価証券に関する注記）
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売買目的有価証券
 

種類

第1期

平成29年 1月10日現在

当計算期間の損益に含まれた評価差額（円）

投資信託受益証券 2,482,369

投資証券 7,379,919

合計 9,862,288

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

取引の時価等に関する事項

(通貨関連)

第1期（平成29年 1月10日現在）

     （単位：円）

区分 種類 契約額等
　

時価 評価損益
うち1年超

市場取引以外の

取引

為替予約取引     

売建 50,466,521 - 49,819,800 646,721

アメリカドル 50,466,521 - 49,819,800 646,721

合計 50,466,521 - 49,819,800 646,721

時価の算定方法

１ 為替予約取引

1)計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については以下のように評価しております。

①計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます）の対顧客先物相場の仲値が発表されている

場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②計算期間末日において当該日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっておりま

す。

・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、当該日に最も近い前後二つの対

顧客先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されている

対顧客先物相場の仲値を用いております。

2)計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については計算期間末日に対顧客相場の仲値で評価し

ております。

 

 

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

　(1)株式

該当事項はありません。
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　(2)株式以外の有価証券
 

通貨 種　類 銘　柄 券面総額 評価額 備考

日本円 投資信託受益証

券

グローバル・マルチ・ストラテジーズ・Ｕ

Ｓ・ショート・デュレーション・ハイ・

イールド・ボンド・ファンド（為替ヘッジ

あり）

1,646.3877 16,130,136 

 グローバル・マルチ・ストラテジーズ・Ｕ

Ｓ・ショート・デュレーション・ハイ・

イールド・ボンド・ファンド（為替ヘッジ

なし）

1,435.4997 14,594,236 

投資信託受益証券 小計 3,081.8874 30,724,372 

投資証券 ディメンショナル・ファンズ・ピーエル

シー　グローバル・コア・エクイティ・

ファンド

43,750.243 50,794,032 

 ディメンショナル・ファンズ・ピーエル

シー　エマージング・マーケット・バ

リュー・ファンド

26,629.917 25,035,850 

 ディメンショナル・ファンズ・ピーエル

シー　グローバル・ショートターム・イン

ベストメント・グレード・フィクスト・イ

ンカム・ファンド

54,113.169 53,012,507 

投資証券 小計 124,493.329 128,842,389 

日本円合計 127,575.2164 159,566,761 

アメリカ

ドル

投資信託受益証

券

ウィズダムツリー・Ｕ．Ｓ．クオリティ・

ディビデンド・グロース・ファンド

7,818 263,388.42 

 ウィズダムツリー・インターナショナル・

ヘッジド・クオリティ・ディビデンド・グ

ロース・ファンド

6,460 172,869.60 

アメリカドル合計
14,278 436,258.02 

 (50,588,479) 

 
合計

 210,155,240 

  (50,588,479) 

(注1)通貨種類毎の小計欄の( )内は、邦貨換算額（単位:円）であります。

(注2)合計金額欄は邦貨額であります。( )内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。

(注3)通貨の表示は外貨については、その通貨の単位、邦貨については円単位で表示しております。

 

外貨建有価証券の内訳
 

通貨 銘柄数

組入投資信託

受益証券

時価比率(注)

合計金額に

対する比率

アメリカドル 投資信託受益証券 2銘柄 100.0% 100.0%

(注)通貨ごとの有価証券の合計金額に対する比率であります。

 

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。
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第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額及び時価の状況表

「注記表（デリバティブ取引等に関する注記）」に記載しております。

 
 

２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

 

平成29年２月28日現在

Ⅰ　資産総額 393,944,742円　

Ⅱ　負債総額 87,232,724円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 306,712,018円　

Ⅳ　発行済口数 285,671,026口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0737円　

　　（1万口当たり純資産額） （10,737円）
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

 

２【事業の内容及び営業の概況】
 
＜訂正前＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を

行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。ま

た、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として第二種金融商品取引業にかかる業務の一部として勧誘

業務を行うことができます。

なお、平成28年５月末日現在、委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです（親投資信託を除きま

す。）。

 

種類 本数 純資産総額（円）

追加型株式投資信託 16 57,636,500,628

単位型株式投資信託 2 55,543,520,221

合計 18 113,180,020,849

 

 

＜訂正後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を

行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。ま

た、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として第二種金融商品取引業にかかる業務の一部として勧誘

業務を行うことができます。

なお、平成29年２月末日現在、委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです（親投資信託を除きま

す。）。

 

 

種類 本数 純資産総額（円）

追加型株式投資信託 21 50,438,048,019

単位型株式投資信託 5 62,174,857,721

合計 26 112,612,905,740　
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３【委託会社等の経理状況】
 

原届出書の第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社の概況　３　委託会社等の経理状況につきましては、

以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
 

（１）　財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

委託会社であるあおぞら投信株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下「財務諸表等規則」という。）第2条の

規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年内閣府令第52号）」に基

づき作成しております。

また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和52年大蔵

省令第38号）」（以下、「中間財務諸表等規則」）という。）第38条及び第57条の規定により、中間財務諸

表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき作成しております。

 

財務諸表及び中間財務諸表に記載している金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

（２）　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3期事業年度（自平成27年4月1日　至平成28

年3月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

また、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第4期事業年度に係る中間会計期間（自平成28年4

月1日　至平成28年9月30日）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けて

おります。
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（１）【貸借対照表】

期別  
前事業年度末 当事業年度末

（平成27年 3月31日現在） （平成28年 3月31日現在）

科目
注記 内訳 金額 内訳 金額

番号 （千円） （千円） （千円） （千円）

（資産の部）      

流動資産      

　現金・預金 ※２  228,895  128,778

　前払費用   1,752  2,713

　未収入金 ※２  56,199  43,422

　未収委託者報酬   27,445  57,504

　未収消費税等   4,012  -

　　流動資産計   318,305  232,418

      

固定資産      

　有形固定資産 ※１  6,602  4,376

　　建物  6,246  4,176  

　　器具備品  355  199  

　　固定資産計   6,602  4,376

　　資産合計   324,907  236,794

      

（負債の部）      

流動負債      

未払金   55,332  71,044

未払手数料 ※２ 13,590  27,651  

　その他未払金 ※２ 41,741  43,392  

未払費用   601  2,974

　未払法人税等   1,133  643

未払消費税等   -  5,097

預り金   6,026  9,955

　　流動負債計   63,093  89,715

      

固定負債      

　資産除去債務   5,906  7,542

　繰延税金負債   1,782  1,169

　　固定負債計   7,689  8,712

　　負債合計   70,782  98,427

      

（純資産の部）      

株主資本      

　資本金   225,000  225,000

　資本剰余金   225,000  225,000

　　資本準備金  225,000  225,000  

　利益剰余金   △195,874  △311,633

　　その他利益剰余金      

　　　繰越利益剰余金  △195,874  △311,633  

　　純資産合計   254,125  138,366

　　負債・純資産合計   324,907  236,794
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（２）【損益計算書】

期別

 前事業年度 当事業年度

 （自　平成26年4月 1日 （自　平成27年4月 1日

 　 至　平成27年 3月31日） 　 至　平成28年3月31日）

科目
注記 内訳 金額 内訳 金額

番号 （千円） （千円） （千円） （千円）

営業収益      

　委託者報酬  67,378  298,400  

　　営業収益計   67,378  298,400

営業費用      

　支払手数料 ※１ 32,963  136,077  

　支払投資顧問料  1,505  28,216  

広告宣伝費  8,633  12,139  

　調査費  6,284  7,960  

　委託計算費  23,176  9,736  

　営業雑経費  18,956  16,346  

　　通信費  1,300  1,503  

　　印刷費  12,196  14,292  

　　協会費  5,458  551  

　　営業費用計   91,520  210,476

一般管理費      

給料 ※１ 171,420  191,112  

　　　役員報酬  45,944  49,442  

　　　給料・手当  95,781  111,675  

　　　賞与  29,694  29,994  

　　法定福利費 ※１ 16,844  19,963  

　　交際費  447  783  

　　旅費交通費  9,377  7,994  

　　租税公課  1,464  1,446  

　　不動産賃借料 ※１ 9,093  9,093  

賃借料 ※１ 2,954  3,648  

　　固定資産減価償却費  636  3,753  

資産除去債務利息費用  85  109  

　　支払報酬料  8,284  7,252  

　　消耗品費  1,095  584  

保守修理費  -  50  

　　会議費  831  819  

　　保険料  301  250  

　　送金手数料  105  512  

一般管理費計   222,941  247,373

　 　 　営業損失   247,082  159,449

営業外収益      

　　受取利息 ※１ 72  32  

　　雑収入  -  5  

　　　営業外収益計   72  38

　 　 　経常損失   247,010  159,410

　　　　税引前当期純損失   247,010  159,410

　　　　法人税、住民税及び事業税 ※１  △55,898  △43,039

　　　　法人税等調整額   1,782  △613

　　　　当期純損失   192,894  115,758

 

（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年 4月 1日　　至　平成27年 3月31日）　　　　　　　　　 （単位：千円）
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 株主資本 純資産

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計  

  資本 資本 その他利益

剰余金

利益   

  準備金 剰余金 剰余金   

   合計 繰越利益

剰余金

合計   

       

当期首残高 225,000 225,000 225,000 △2,979 △2,979 447,020 447,020

当期変動額        

　当期純損失    △192,894 △192,894 △192,894 △192,894

当期変動額合計 　　　- 　　　- 　　　- △192,894 △192,894 △192,894 △192,894

当期末残高 　225,000 　225,000 　225,000 △195,874 △195,874 　254,125 　254,125

 

当事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）　　　　　　　　　 （単位：千円）

 株主資本 純資産

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計  

  資本 資本 その他利益

剰余金

利益   

  準備金 剰余金 剰余金   

   合計 繰越利益

剰余金

合計   

       

当期首残高 225,000 225,000 225,000 △195,874 △195,874 254,125 254,125

当期変動額        

　当期純損失    △115,758 △115,758 △115,758 △115,758

当期変動額合計 　　　- 　　　- 　　　- △115,758 △115,758 △115,758 △115,758

当期末残高 　225,000 　225,000 　225,000 △311,633 △311,633 　138,366 　138,366

 

 

重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　建物については、定額法を採用しております。器具備品については、主に定率法によっておりま

す。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　 　建物 　　　　 3年

　　　 　　器具備品　　　3～ 5年

 

２．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

 

(2)連結納税制度の適用

　　　親会社である株式会社あおぞら銀行を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しておりま

す。

 

(3)会計上の見積りの変更

　　　当社は、当事業年度において、平成29年5月にオフィスを移転することを決定いたしました。こ

れにより、移転に伴い利用不能となるオフィスの「建物」資産について、耐用年数を移転予定月ま

での期間に短縮し、将来にわたり変更しております。

また、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務についても、支出

発生までの見込期間を相当年数短縮し、償却期間の変更を行っております。

この変更の結果、従来の方法に比べて、当計算期間の営業損失、経常損失および税引前当期純損

失がそれぞれ3,191千円増加しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 

 

前事業年度

（平成27年 3月31日現在）

当事業年度

（平成28年 3月31日現在）

有形固定資産の減価償却累計額 658千円 4,412千円

 

※２．関係会社に対する資産・負債

 

 

前事業年度

（平成27年 3月31日現在）

当事業年度

（平成28年 3月31日現在）

流動資産   

預金 200,865千円 90,633千円

未収入金 56,199 43,422

流動負債   

未払手数料 12,719 23,974

　その他未払金 31,958 35,343

 

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社に対する事項

 

 

前事業年度

（自　平成26年4月 1日

　　至　平成27年3月31日）

当事業年度

（自　平成27年4月 1日

　　至　平成28年3月31日）

支払手数料 31,235千円 99,921千円

給料 171,420 191,112

法定福利費 16,844 19,764

不動産賃借料 9,093 9,093

賃借料 2,298 2,674

受取利息 72 32

法人税、住民税及び事業税 △56,199 △43,422

　当該金額は、連結法人税額のうち、当社の個別帰属額であり、連結納税親会社から受領する

金額であります。

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成26年 4月 1日　　至　平成27年 3月31日）

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式 9,000株  -  - 9,000株

 

当事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式 9,000株  -  - 9,000株

 

 

EDINET提出書類

あおぞら投信株式会社(E30689)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

35/51



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社が事業を行うための資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては、借入によらず、株式の発行により行う方針です。なお、デリバティブ取引は行っており

ません。

 

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

当社の営業債権である未収委託者報酬の基礎となる投資信託財産は、信託法により信託銀行の

固有資産と分別管理されており、当該報酬は、計理上毎日の未払費用として投資信託財産の負債

項目に計上されております。このため、顧客の信用リスクはありません。また、未収入金に係る

顧客の信用リスクについては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図って

おります。

 

　(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合には、当該価額が異なる場合もあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前事業年度（平成27年 3月31日現在）  （単位：千円）

  貸借対照表 時価 差額

  計上額

(1) 現金・預金 228,895 228,895 -

(2) 未収入金 56,199 56,199 -

(3) 未収委託者報酬 27,445 27,445 -

資産計 312,540 312,540 -

(1) 未払手数料 13,590 13,590 -

(2) その他未払金 41,741 41,741 -

負債計 55,332 55,332 -

 

当事業年度（平成28年 3月31日現在）  （単位：千円）

  貸借対照表 時価 差額

  計上額

(1) 現金・預金 128,778 128,778 -

(2) 未収入金 43,422 43,422 -

(3) 未収委託者報酬 57,504 57,504 -

資産計 229,704 229,704 -

(1) 未払手数料 27,651 27,651 -

(2) その他未払金 43,392 43,392 -

負債計 71,044 71,044 -

 

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

　　(1) 現金・預金、(2) 未収入金、並びに(3) 未収委託者報酬

　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

負債

　　(1) 未払手数料、並びに(2)その他未払金

　 　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成27年 3月31日現在） （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1) 現金・預金 228,895 -

(2) 未収入金 56,199 -

(3) 未収委託者報酬 27,445 -

合計 312,540 -

 

当事業年度（平成28年 3月31日現在） （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1) 現金・預金 128,778 -

(2) 未収入金 43,422 -

(3) 未収委託者報酬 57,504 -

合計 229,704 -

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度  当事業年度

 （平成27年 3月31日現在）  （平成28年 3月31日現在）

繰延税金資産 （千円）  （千円）

未払費用 198  917

未払賞与 10,491  10,832

資産除去債務 1,907  2,327

未払事業税 234  109

未払事業所税 46  42

繰越欠損金 18,725  30,136

減価償却超過額 -  70

繰延資産償却超過額 1,326  951

繰延税金資産小計 32,930  45,388

評価性引当額 △32,930  △45,388

繰延税金資産合計 -  -

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 △1,782  △1,169

繰延税金負債合計 △1,782  △1,169

繰延税金資産(負債)の純額 △1,782  △1,169

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上したため記載を省略しております。

 

３．決算日後の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

平成28年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方

税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が公布され、平成28年4月1日以降開

始する事業年度より法人税率等が変更されることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等

に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

 平成30年3月31日まで 30.86％

 平成30年4月　1日以降30.62％

 この税率の変更により、当事業年度末における一時差異等を基礎として再計算した結果、固

定負債に計上されている繰延税金負債の金額が53千円減少し、法人税等調整額（借方）が同額減

少しております。
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（資産除去債務関係）

　前事業年度（自　平成26年 4月 1日　　至　平成27年 3月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　　　　オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から19年と見積り、割引率は1.471％を使用して資産除去債務の金額を算

定しております。

 

(3) 資産除去債務の総額の増減　　　　　　　　　（単位：千円）

 前事業年度

（自 平成26年4月1日

　 至 平成27年3月31日）

期首残高 -

有形固定資産の取得に伴う増加額 5,820

時の経過による調整額 85

期末残高 5,906

 

当事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　　　　オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から26箇月と見積り、割引率は1.471％を使用して資産除去債務の金額を

算定しております。

 

(3) 資産除去債務の総額の増減　　　　　　　　　（単位：千円）

 当事業年度

（自 平成27年4月1日

　 至 平成28年3月31日）

期首残高 5,906

時の経過による調整額 109

見積りの変更による増加額 1,527

期末残高 7,542

 

(4) 資産除去債務の見積りの変更の内容及び影響額

当事業年度において、オフィスを移転することを決定いたしました。これに伴い、当該オフィ

スの原状回復義務として計上していた資産除去債務について、償却に係る合理的な期間を短縮

し、将来にわたり変更しております。これによる資産除去債務の増加額は、1,527千円でありま

す。

 

（セグメント情報等）

前事業年度（自　平成26年 4月 1日　　至　平成27年 3月31日）

　１．セグメント情報

　　　当社は金融商品取引業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．関連情報

 　 (1) 商品及びサービスごとの情報

　　 　 単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超え

るため、記載を省略しております。
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 　 (2) 地域ごとの情報

　 　① 営業収益

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 

　　 ② 有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

 　 (3) 主要な顧客ごとの情報

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

 

　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

　　　　該当事項はありません。

 

　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

 

当事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

　１．セグメント情報

　　　当社は金融商品取引業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

　２．関連情報

 　 (1) 商品及びサービスごとの情報

　　 　 単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超え

るため、記載を省略しております。

 

 　 (2) 地域ごとの情報

　 　① 営業収益

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 

　　 ② 有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

 　 (3) 主要な顧客ごとの情報

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

 

　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

　　　　該当事項はありません。

 

　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

　１．関連当事者との取引

(ア)　財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

　　　前事業年度（自　平成26年 4月 1日　　至　平成27年 3月31日）
種類 会社等の

名称

所在地 資本金又は

出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等の

所有

(被所有)

割合（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

親会社 ㈱あおぞら

銀行

東京都千

代田区

1,000 銀行業 被所有

直接

100％

役員の

受入

出向者の

受入

事務代行

税額のう

ち連結納

税親会社

からの

受入

56,199 未収入金 56,199

出向者負

担金

187,939 その他

未払金

31,958

       代行

手数料

31,235 未払

手数料

12,719

 

当事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）

種類 会社等の

名称

所在地 資本金又は

出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等の

所有

(被所有)

割合（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

親会社 ㈱あおぞら

銀行

東京都千

代田区

1,000 銀行業 被所有

直接

100％

役員の

受入

出向者の

受入

事務代行

税額のう

ち連結納

税親会社

からの

受入

43,422 未収入金 43,422

出向者負

担金

210,877 その他

未払金

35,343

       代行

手数料

99,921 未払

手数料

23,974

 

(イ)　財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等

　　　前事業年度（自　平成26年 4月 1日　　至　平成27年 3月31日）
種類 会社等の

名称

所在地 資本金又は

出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等の

所有

(被所有)

割合（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

同一の親

会社を持

つ会社

あおぞら証

券㈱

東京都千

代田区

30 金融商品

取引業

なし 事務代行 代行

手数料

1,722 未払

手数料

865

 

当事業年度（自　平成27年 4月 1日　　至　平成28年 3月31日）
種類 会社等の

名称

所在地 資本金又は

出資金

(億円)

事業の

内容

議決権等の

所有

(被所有)

割合（％）

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(千円)

科目 期末残高

(千円)

同一の親

会社を持

つ会社

あおぞら証

券㈱

東京都千

代田区

30 金融商品

取引業

なし 事務代行 代行

手数料

34,523 未払

手数料

2,984
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　　(注)１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に

は消費税等が含まれております。

　 　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　(1) 出向者負担金については、親会社の給料基準に基づいて金額を決定しております。

　　　(2) 代行手数料については、一般の取引条件と同様に決定しております。

 

　２．親会社に関する注記

　　(1) 親会社情報

　　　　㈱あおぞら銀行　（東京証券取引所に上場）

 

 

（１株当たり情報）

 

前事業年度 当事業年度

 （自 平成26年 4月 1日  （自 平成27年 4月 1日

 　至 平成27年 3月31日）  　至 平成28年 3月31日）

１株当たり純資産額 28,236.15円 15,374.10円

１株当たり当期純損失金額 21,432.77円 12,862.04円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

前事業年度 当事業年度

 （自 平成26年 4月 1日  （自 平成27年 4月 1日

 　至 平成27年 3月31日）  　至 平成28年 3月31日）

当期純損失（千円） 192,894 115,758

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る当期純損失（千円） 192,894 115,758

普通株式の期中平均株式数（株） 9,000 9,000

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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（１）中間貸借対照表

期別  
当中間会計期間末

（平成28年 9月30日現在）

科目
注記 内訳 金額

番号 （千円） （千円）

（資産の部）    

流動資産    

　現金・預金   156,377

　前払費用   2,143

　未収入金   13,441

　未収委託者報酬   63,349

　　流動資産計   235,310

    

固定資産    

　有形固定資産 ※１  3,503

　　建物  2,378  

　　器具備品  138  

建設仮勘定  986  

　　固定資産計   3,503

　　資産合計   238,813

    

（負債の部）    

流動負債    

未払金   83,785

未払手数料  30,587  

　その他未払金  53,198  

未払費用   9,190

　未払法人税等   1,326

　未払消費税等   5,584

預り金   21,577

　資産除去債務   7,598

　繰延税金負債   668

　　流動負債計   129,731

　　負債合計   129,731

    

（純資産の部）    

株主資本    

　資本金   225,000

　資本剰余金   225,000

　　資本準備金  225,000  

　利益剰余金   △340,917

　　その他利益剰余金    

　　　繰越利益剰余金  △340,917  

　　純資産合計   109,082

　　負債・純資産合計   238,813
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（２）中間損益計算書

期別

当中間会計期間

（自　平成28年 4月 1日

　　至　平成28年 9月30日）

科目
内訳 金額

（千円） （千円）

営業収益   

　委託者報酬 248,248  

　　営業収益計  248,248

営業費用   

　支払手数料 111,002  

　支払投資顧問料 26,171  

　広告宣伝費 7,907  

　調査費 4,605  

　委託計算費 12,278  

　営業雑経費 11,692  

　　通信費 867  

　　印刷費 10,267  

　　協会費 557  

　　営業費用計  173,657

一般管理費   

給料 93,194  

　　　役員報酬 24,659  

　　　給料・手当 57,077  

　　　賞与 11,458  

　　法定福利費 10,053  

　　交際費 252  

　　旅費交通費 3,575  

　　租税公課 1,607  

　　不動産賃借料 4,546  

賃借料 1,931  

　　固定資産減価償却費 1,859  

資産除去債務利息費用 55  

　　支払報酬料 3,601  

　　消耗品費 179  

保守修理費 49  

　　会議費 38  

　　保険料 274  

　　送金手数料 280  

一般管理費計  121,500

　 　 　営業損失  46,909

営業外収益   

　　受取利息 5  

　　雑収入 5,097  

　　　営業外収益計  5,102

　 　 　経常損失  41,807

　　　　税引前中間純損失  41,807

　　　　法人税、住民税及び事業税  △12,021

法人税等調整額  △501

　　　　中間純損失  29,284
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（３）中間株主資本等変動計算書
当中間会計期間（自　平成28年 4月 1日　　至　平成28年 9月30日）

 （単位：千円）

 株主資本 純資産

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

合計

  

  資本 資本 その他利
益剰余金

利益剰   

  準備金 剰余金 余金合   

   合計 繰越利益
剰余金

計   

       

当期首残高 225,000 225,000 225,000 △311,633 △311,633 138,366 138,366

当中間期変動額        

　中間純損失    △29,284 △29,284 △29,284 △29,284

当中間期変動額合計 - - - △29,284 △29,284 △29,284 △29,284

当中間期末残高 225,000 225,000 225,000 △340,917 △340,917 109,082 109,082

 
 
重要な会計方針
１．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　 建物については、定額法を採用しております。器具備品については、主に定率法によっており

ます。
　　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　 　建物 　　　　3年

　　　 　　器具備品 　　3～ 5年

 
２．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
 

(2)連結納税制度の適用
　　　親会社である株式会社あおぞら銀行を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しておりま

す。
 
 
追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）

を当中間会計期間から適用しております。
 
 
注記事項
（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間（平成28年 9月30日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額　　6,271千円
 
（中間株主資本等変動計算書関係）

　当中間会計期間（自　平成28年 4月 1日　　至　平成28年 9月30日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間

期首株式数 増加株式数 減少株式数 末株式数

普通株式 9,000株  -  - 9,000株
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項
　　平成28年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。
　 当中間会計期間（平成28年 9月30日現在）

    （単位：千円）

  中間貸借対照表 時価 差額

  計上額

(1) 現金・預金 156,377 156,377 －

(2) 未収入金 13,441 13,441 －

(3) 未収委託者報酬 63,349 63,349 －

資産計 233,167 233,167 －

(1) 未払手数料 30,587 30,587 －

(2) その他未払金 53,198 53,198 －

負債計 83,785 83,785 －

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産

　　(1) 現金・預金、(2) 未収入金、並びに(3) 未収委託者報酬

　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
負債

　　(1) 未払手数料、並びに(2)その他未払金

　 　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
 
 

（資産除去債務関係）

当中間会計期間（自　平成28年 4月 1日　　至　平成28年 9月30日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(1) 資産除去債務の総額の増減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

期首残高 7,542

時の経過による調整額 55

期末残高 7,598

 
 
（セグメント情報等）

　当中間会計期間（自　平成28年 4月 1日　　至　平成28年 9月30日）

　１．セグメント情報
　　　当社は金融商品取引業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
　２．関連情報
 　 (1) 商品及びサービスごとの情報

　　 　 単一の商品・サービスの区分の外部顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を

超えるため、記載を省略しております。
 　 (2) 地域ごとの情報

　 　① 営業収益

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。

 
　　 ② 有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え
るため、記載を省略しております。

 
 　 (3) 主要な顧客ごとの情報

　　 　 投資信託の受益者の情報を制度上知り得ないため、記載を省略しております。
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　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
該当事項はありません。

 
　４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
　　　　該当事項はありません。
 
　５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
 
 
（１株当たり情報）

当中間会計期間（自　平成28年 4月 1日　　至　平成28年 9月30日）

１株当たり純資産額　　　　　　　　　12,120.26円
１株当たり中間純損失金額　　　　　　 3,253.84円

 
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 
（注）１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

当中間会計期間

（自 平成28年 4月 1日

至 平成28年 9月30日）

中間純損失（千円） 29,284

普通株主に帰属しない金額（千円） -

普通株式に係る中間純損失（千円） 29,284

普通株式の期中平均株式数（株） 9,000

 
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

 

＜訂正前＞

（１） 受託会社

（中略）

342,037百万円（平成28年３月末現在）

（中略）

＜（ご参考）再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　　：51,000百万円（平成28年３月末現在）

（中略）

（２） 販売会社

（平成28年３月末現在）

名　称 資本金の額 事業の内容

株式会社あおぞら銀行 100,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。

 

 

＜訂正後＞

（１） 受託会社

（中略）

342,037百万円（平成28年９月末現在）

（中略）

＜（ご参考）再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　　：51,000百万円（平成28年９月末現在）

（中略）

（２） 販売会社

（平成29年２月末現在）

名　称 資本金の額 事業の内容

株式会社あおぞら銀行 100,000百万円 銀行法により、銀行業を営んでいます。

株式会社SBI証券 48,323百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商品取引業

を営んでいます。
楽天証券株式会社 7,495百万円

 

第３【その他】
 

＜訂正前＞

（前略）

10．目論見書の表紙に、本ファンドの愛称は委託会社の登録商標である旨、または商標登録申請中である旨を記載

することがあります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（前略）

10．目論見書の表紙に、本ファンドの愛称は委託会社の登録商標である旨を記載することがあります。

（以下略）
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独立監査人の監査報告書
 
 

平成２９年３月１０日
 
あ お ぞ ら 投 信 株 式 会 社
 

取 締 役 会 御中

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 山 田 信 之 印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン

ドの経理状況」に掲げられているあおぞら・グローバル・バランス・ファンド（部分為替ヘッジあり）
の平成２８年７月２９日から平成２９年１月１０日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照
表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、あおぞら・グローバル・バランス・ファンド（部分為替ヘッジあり）の平成２９年１月１０日
現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。
 
利害関係
あおぞら投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 
 

平成２８年５月１０日
 
あ お ぞ ら 投 信 株 式 会 社
 

取 締 役 会 御中

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 佐 藤 嘉 雄 印

      
 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 山 田 信 之 印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているあおぞら投信株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３
１日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、
重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、あおぞら投信株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業
年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 
 

平成２８年１１月１７日
 
あ お ぞ ら 投 信 株 式 会 社
 

取 締 役 会 御中

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 平 木 達 也 印

      
 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 山 田 信 之 印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているあおぞら投信株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３
１日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）に係
る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会
計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査
の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中
間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの
合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること
を求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中
心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する
内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
 

中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、あおぞら投信株式会社の平成２８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって
終了する中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用
な情報を表示しているものと認める。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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